様式Ｂ（２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
厚生労働科学研究費補助金交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　厚生労働大臣
　（国立がんセンター総長）　　　殿
　（国立精神・神経センター総長）
　（国立医薬品食品衛生研究所長）
　（国立保健医療科学院長）
                                        　　　　所在地　    　〒　　　　　　　　　　　　　　　
                                                ﾌﾘｶﾞﾅ                                        
                                        申請者　法人名　    　　　　　　　　　　　　　　　印
                                                ﾌﾘｶﾞﾅ
                                                代表者名(職名)　　　　　　　　　（　　）職印

平成　　　年度厚生労働科学研究費補助金（　　　　　　　　　　研究事業）の交付申請について

　標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。
１．申請金額              ：金　　　　　　　　　　　円也（うち間接経費　　　　　　　　円）

２．研究課題名（課題番号）：                　　　　        　　（　　　　　　　　　　）　

３．研究事業予定期間      ：平成　　　年　　　月　　　日から平成　　　年　　　月　　　日まで　
                           （　    ）年計画の（　　　）年目

４．研究事業計画書　　　　　　　　　（別紙（１）のとおり）
５．経費所要額調書　　　　　　　　　（別紙（２）のとおり）
６．歳入歳出予算書（法人にあっては収入支出予算書）の抄本
７．一般社団法人又は一般財団法人にあっては定款又は寄付行為の写
作成上の留意事項
１．宛先の欄には、厚生労働科学研究費補助金取扱規程（平成１０年厚生省告示第１３０号。以下「規程」という。）第３条第１項の表第９号の右欄に掲げる一般公募型並びに同表第１０号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型については国立がんセンター総長、同表第２３号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型については国立精神・神経センター総長、同表第２８号の右欄に掲げる一般公募型については国立医薬品食品衛生研究所長、同表第２９号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型については国立保健医療科学院長を記載する。
２．「申請者」について
　・所在地は、当該法人の主たる事務所の所在地を記入すること。
３．「１．申請金額」について
  ・規程第９条第１項の規定に基づく交付基準額等の決定通知（以下「交付基準額等決定通知という。）に　示された金額の範囲内で記入すること。
４．「２．研究課題名」について
　(1)研究の目的と成果がわかる課題名にすること。
　(2)カッコ内には研究計画初年度の交付基準額等決定通知に示された課題番号を記入すること。
５．「３．研究事業予定期間」について
　・当該事業年度中の研究事業予定期間を記入すること。ただし、研究事業開始日は交付基準額等決定通知受理後の実際に研究を開始する日とすること。
　　複数年度にわたる研究の場合は、研究計画期間は、原則として３年を限度とする。なお、複数年度にわたる研究の継続の可否については、毎年度の研究計画書に基づく評価により決定されるものとする。
６．その他
　(1)金額等は、アラビア数字で記入すること。

　(2)日本工業規格Ａ列４番の用紙を用いること。
別紙（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
厚生労働科学研究費補助金研究事業計画書
１．代表者及び経理事務担当者
	 代表者
	 ①連絡先・
 　Tel・Fax・
 　E-Mail
	
	

	 経理事務
 担当者
	 （ﾌﾘｶﾞﾅ）
 ②氏名
	
	③連絡先・
  所属部局・
  課名
	〒
Tel:           Fax:
E-Mail:
	

	 ④COI（利益相反)
 　委員会の有無
	有・無
	⑤COI委員会
　への申出の有無
	有・無
	⑥本研究に関連する
　経済的利益関係の有無
	有・無
	



２．研究組織情報                                                                                
	
	 ①研究者名
	 ②分担する
   研究項目
	 ③最終卒業校・
 　卒業年次・学位
 　及び専攻科目
	 ④所属研究機関
 　及び現在の専門
 （研究実施場所）
	 ⑤所属研究
 　機関にお
 　ける職名
	 ⑥研究費配分
 　予定額
        (千円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


３．政府研究開発データベース
　研究者番号及びエフォート
	 研　究　者　名
	 性        別
	 生　年　月　日
	研究者番号（８桁）
	エフォート（％）
	

	
	
	
	
	
	


　研究分野及び研究区分                                            
	
	コード番号
	 重点研究分野
	研　究　区　分
	

	 研究主分野
 研究副分野１
 研究副分野２
 研究副分野３
	
	
	
	


　
研究キーワード
	
	 コード番号
	研　究　キ　ー　ワ　ー　ド
	

	 研究キーワード１
 研究キーワード２
 研究キーワード３
 研究キーワード４
 研究キーワード５
	
	
	


　研究開発の性格
	 基礎研究
	
	 応用研究
	
	開発研究
	


４．研究の概要
	
	 （１）「５．研究の目的、必要性及び特色・独動的な点」から「８．倫理面への配慮」までの要旨
 　  を１，０００字以内で簡潔に記入すること。
 （２）複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるよ
 　　うに記入すること。
 （３）研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。

	
	

	
	

	
	 （流れ図）


５．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点
	 （１）研究の目的、必要性及び特色・独創的な点については、適宜文献を引用しつつ、１，０００字
 　　以内で具体的かつ明確に記入すること。
 （２）当該研究計画に関して現在までに行った研究等、研究の最終的な目標を達成するのに必要な他
 　　の研究計画と、当該研究計画の関係を明確にすること。
 （３）研究期間内に何をどこまで明らかにするかを明確にすること。
 （４）当該研究の特色・独創的な点については、国内・国外の他の研究でどこまで明らかになってお
 　　り、どのような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。

	


６．期待される成果
	
	 （１）期待される成果については、厚生労働行政の課題との関連性を中心に６００字以内で記入する
 　　こと。
 （２）当該研究によって直接得られる研究成果だけでなく、間接的に期待される社会的成果（行政及
 　　び社会への貢献、国民の保健・医療・福祉の向上等）について記入すること。

	
	

	
	
	


７．研究計画・方法
	 （１）研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を１，６００字以内で記入すること。
 （２）研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表者、研究分担者及び研究協力者の具体
 　　的な役割を明確にすること。
 （３）複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入す
 　　ること。
 （４）継続申請の場合は、変更点があれば明示すること。
 （５）当該年度の研究計画・方法を明確に記入すること。
 （６）本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究
 　　環境の状況を踏まえて記入すること。
 （７）臨床・疫学研究においては、基本デザイン、目標症例・試料数及び評価方法等を明確に記入す
 　　ること。

	


８．倫理面への配慮
	
	 ・研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コ
 ンセント）への対応状況及び実験動物に対する動物愛護上の配慮等を記入すること。
	

	
	
	

	
	 遵守すべき研究に関係する指針等
 （研究の内容に照らし、遵守しなければならない指針等については、該当する指針等の「□」の枠
 内に「○」を記入すること（複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記入する
 こと。））。
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	
	 ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針
	
	 疫学研究に関する倫理指針
	

	
	
	

	
	
	
	 遺伝子治療臨床研究に関する指針
	
	 臨床研究に関する倫理指針
	

	
	
	

	
	
	
	 ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針
	

	
	
	

	
	
	
	 厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針
	

	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	 その他の指針等（指針等の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	

	
	 疫学・生物統計学の専門家の関与の有無
	有　・　無　・　その他（　　　　　　　　　）
	

	
	 臨床研究登録予定の有無
	有　・　無　・　その他（　　　　　　　　　）
	


作成上の留意事項
１．「１．代表者及び経理事務担当者」について
　(1)②の経理事務担当者には、当該研究に係る経理及び連絡等の事務的処理を担当する同一所属研究機関内の経理事務に卓越した者を置くこと。
　(2)④は、法人のＣＯＩ（利益相反）を管理するＣＯＩ委員会の設置の有無を記載すること。
　(3)⑤は、ＣＯＩ委員会へのＣＯＩ管理の申出の有無を記載すること。
　(4)⑥は、本研究に関する経済的な利益相反関係の有無を記載すること。ただし、法人がＣＯＩ委員会を有する場合には、ＣＯＩ委員会の定める申告基準を超える利益関係がある場合に、「有」とすることで差し支えない。　　　　　
２．「２．研究組織情報」について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・本研究計画に従事する研究者について記入すること。また、本研究計画を統括する研究者名には下線を引くこと。
３．「３．政府研究開発データベース」について
　・研究代表者及び研究分担者の、性別、生年月日及び府省共通研究開発管理システム（e-Rad）もしくは　   文部科学省の科学研究費補助金制度により付与された研究者番号（８桁の番号）を記入すること。
　　また、当該研究代表者及び研究分担者ごとに、当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時間　  （正規の勤務時間以外の勤務時間を含む。）に占める割合を百分率で表した数値（１未満の端数があると　  きは、これを四捨五入して得た数値）を、エフォート（％）欄に記入すること。
　　なお、当該研究についての各研究者の分担割合を記入するものではないので留意すること。
４．「４．研究の概要」について
  (1)「４．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点」から「８．倫理面への配慮」までの要旨を１，０００以内で簡潔に記入すること。
  (2)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるように記入　 すること。
　(3)研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。
  (4)継続申請の場合は、進捗状況が分かるように記入するとともに、変更点があれば明示すること。
５．「５．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点」について
  (1)研究の目的、必要性及び特色・独創的な点については、適宜文献を引用しつつ、１，０００字以内で具　 体的かつ明確に記入すること。
　(2)当該研究計画に関して現在までに行った研究等、研究の最終的な目標を達成するのに必要な他の研究計　 画と、当該研究計画の関係を明確にすること。
  (3)研究期間内に何をどこまで明らかにするかを明確にすること。
  (4)当該研究の特色・独創的な点については、国内・国外の他の研究でどこまで明らかになっており、どの    ような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。
６.「６．期待される成果」について
　(1)期待される成果については、厚生労働行政の課題との関連性を中心に６００字以内で記入すること。
　(2)当該研究によって直接得られる研究成果だけでなく、間接的に期待される社会的成果（行政及び社会へ　 の貢献、国民の保健・医療・福祉の向上等）について記入すること。
７.「７．研究計画・方法」について
　(1)研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を１，６００字以内で記入すること。
　(2)研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表者、研究分担者及び研究協力者の具体的な役割　 を明確にすること。
  (3)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入すること。
　(4)継続申請の場合は、変更点があれば明示すること。
　(5)当該年度の研究計画・方法を明確に記入すること。
  (6)本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究環境の状    況を踏まえて記入すること。
  (7)臨床・疫学研究においては、基本デザイン、目標症例・試料数及び評価方法等を明確に記入すること。
８．「８．倫理面への配慮」について                                         
　(1)「倫理面への配慮」には、研究対象者に対する人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対す
　　る不利益、危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コンセント）に関わる状況、実験動物に対す　　  る動物愛護上の配慮などを必ず記入すること。倫理面の問題がないと判断した場合には、その旨記入す　　  るとともに必ず理由を明記すること。                                                           　　 なお、ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成１６年文部科学省・厚生労働省・経済産　　 業省告示第１号）、疫学研究に関する倫理指針（平成１９年文部科学省・厚生労働省告示第１号）、遺　　 伝子治療臨床研究に関する指針（平成１６年文部科学省・厚生労働省告示第２号）、臨床研究に関する　　 倫理指針（平成２０年厚生労働省告示第４１５号）、ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針（平成　　 １８年厚生労働省告示第４２５号）、厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関す　　 る基本指針（平成１８年６月１日付厚生労働省大臣官房厚生科学課長通知）及び申請者が所属する研究　　 機関で定めた倫理規定等を遵守するとともに、あらかじめ当該研究機関の長等の承認、届出、確認等が　　 必要な研究については、研究開始前に所定の手続を行うこと。 　
　(2)人又は動物を用いた研究を行う際に、事前に当該法人内に設置された倫理委員会等において倫理面からの審査を受けた場合には、審査内容を必ず添付すること。
　(3)継続申請の場合は、変更点があれば明示すること。                       
　(4)研究の内容に照らし、遵守しなければならない研究に関係する指針等については、該当する指針等の　　 「□」の枠内に「○」を記入すること（複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記
   入すること。）。

  (5)「疫学・生物統計学の専門家の関与の有無」欄及び「臨床研究登録予定の有無」欄は、「有」又は「無」

　　のいずれか該当するものを「○」で囲むこと。ただし、当該研究の内容に関係がない場合は、「その他」を「○」で囲むこと。
９．その他                                                                                     
　(1)手書きの場合は、楷書体で記入すること。
　(2)金額等は、アラビア数字で記入すること。                                                    
　(3)日本工業規格Ａ列４番の用紙を用いること。各項目の記入量に応じて、適宜、欄を引き伸ばして差し
　 支えない。
別紙（２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
                             経　費　所　要　額　内　訳　調　書
	
	     　　　　 (1)
       総事業費
	    　　　　(2)
    寄付金その他の収入額
	     　　　　 (3)
     　差引額((1)-(2))
	

	
	 　　　　　　　　  　　　　　円
	         　　　　　　　　円
	         　　　　　　　　　　円
	

	
	 　　　　 (4)
 　補助金対象経費支出
 　予定額
	 　　　　 (5)
 　交付基準額
	 　　　　(6)
 　選定額
   (4)と(5)を比較
   して少ない方の額
	 　　　　 (7)
 　補助金所要額
     (3)と(6)を比較
     して少ない方の額
 （千円未満の端数がある場合は、
 その端数は切り捨てる。）
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	 　　　　　　　　　　円
	 　　　　　　　　　　円
	 　　　　　　　　　円
	 　　　　　　　　　円
	

	
	 (8)(2)の欄の財源別内訳及び額
	
	

	
	 (9)補助対象経費支出予定額内訳
	

	
	 ①　経費区分
	 　金額
	①　経費区分
	   金額
	 ①　経費区分
	 金額
	

	
	
	   　　（円）
	
	   　　（円）
	
	   　 　（円）
	

	
	 合　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　備品の内訳（５０万円以上の備品を購入する場合に各欄に記入すること。なお、該当がない場合には「備品名」欄に「該当なし」と記入すること。）
	 備　　品　　名
	数　量
	単　　価
	規　格
	納 入 予 定 時 期
	保　　管　　場　　所

	
	
	
	
	
	


（記入例）
	
	     　　　　 (1)
       総事業費
	    　　　　(2)
    寄付金その他の収入額
	     　　　　 (3)
     　差引額((1)-(2))
	

	
	 　　　　　　　　  　　　　　円
	         　　　　　　　　円
	         　　　　　　　　　　円
	

	
	 　　　　 (4)
 　補助金対象経費支出
 　予定額
	 　　　　 (5)
 　交付基準額
	 　　　　(6)
 　選定額
   (4)と(5)を比較
   して少ない方の額
	 　　　　 (7)
 　補助金所要額
     (3)と(6)を比較
     して少ない方の額
 （千円未満の端数がある場合は、
 その端数は切り捨てる。）
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	 　　　　　　　　　　
円
	 　　　　　　　　　　
円
	 　　　　　　　　　
円
	 　　　　　　　　　
円
	

	
	 (8)(2)の欄の財源別内訳及び額
	「○○○団体寄付金」等のように、その収入財源別内訳及び額を具
 　体的に記入すること。
	

	
	(9)補助対象経費支出予定額内訳
	

	
	 ①　経費区分
	 　金額
	①　経費区分
	   金額
	 ①　経費区分
	 金額
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 (一般社団法人又は一般財団法人の場合)
 1.直接研究費
 ((1)＋(2))
 (1)一般分
 (①＋②＋③)
  ①諸　謝　金
  ②国内旅費
うち国内学会
 参加旅費
  ③調査研究費
  　備品費
  　消耗品費
 　 印刷製本費
 　 通信運搬費
 　 光熱水料
 　 借料及び損料
 　 会議費
  　賃金
  　雑役務費
	 （円）
 　
○○○○
   ○○○○
     ○○○
 　　○○○
 　　○○○
 　　○○○
 　　○○○
 　　○○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
	(2)海外渡航分
(①＋②)
 ①旅　　費
 ②調査研究費
うち学会参
加費
	 （円）
 　  ○○○
     ○○○
     ○○○
 　　○○○
	 2.委託費
 3.間接経費
	 （円）
  　 ○○○
 　  ○○○

	
	 合　　計
 （１＋２＋３）
	
	
	
	
	


　備品の内訳（５０万円以上の備品を購入する場合に各欄に記入すること。なお、該当がない場合には「備品名」欄に「該当なし」と記入すること。）
	
	 備　　品　　名
	数　量
	単　　価
	規　格
	納 入 予 定 時 期
	保　　管　　場　　所

	
	   ○○○○○
	　　○
	  　○○○
	 ○○○
	 平成　年　月　日
	 ○○○○

	
	
	
	
	
	
	


	
	 ①　経費区分
	 　金額
	 ①　経費区分
	   金額
	 ①　経費区分
	 金額
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	 (都道府県の場合)
 1.直接研究費
 (①＋②＋③)
  ①諸　謝　金
  ②旅　　　費
  ③調査研究費
    備品費
    消耗品費
 　 印刷製本費
 　 通信運搬費
 　 光熱水料
 　 借料及び損料
 　 会議費
  　賃金
  　雑役務費
	 （円）
 　○○○○
   ○○○○
     ○○○
 　　○○○
 　　○○○
 　　○○○
 　　○○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
 　　　○○
	 2.委託費
	 （円）
 　○○○○
	
	 （円）

	
	 合　　計
 （１＋２）
	
	
	
	
	


　備品の内訳（５０万円以上の備品を購入する場合に各欄に記入すること。なお、該当がない場合には「備品名」欄に「該当なし」と記入すること。）
	
	 備　　品　　名
	数　量
	単　　価
	規　格
	納 入 予 定 時 期
	保　　管　　場　　所

	
	   ○○○○○
	　　○
	  　○○○
	 ○○○
	 平成　年　月　日
	 ○○○○

	
	
	
	
	
	
	


作成上の留意事項
１．（２）の額は、研究事業に対する指定寄付金を記入すること。
２．（５）の額は、交付基準額等決定通知に示された額を記入すること。
３．（９）①の「直接研究費」は、「一般分」と「海外渡航分」に区分し記入すること。（一般社団法人又は一般財団法人に限る。）。

４．（９）①の「諸謝金」は、研究事業の事務の一部を委嘱された者（研究分担者を除く。）及び研究協力　者等に支払う謝金であり、例えば、被験者、試験検査、実態調査等の協力者又は、補助者、研究助手、医　師、検査技師、看護師、その他の技術員に対して用務を依頼する際に必要な経費をいうこと。
    なお、日々雇用の単純労務に服する者に支払う報酬は、「調査研究費」中の「賃金」とすること。
５．（９）①の「旅費」は、国家公務員等の旅費に関する法律に準ずること。
  また、外国旅費を計上する場合には、その目的（見込まれる成果を含む）、訪問機関名及び訪問者名、旅　行積算内訳等を明記した旅行行程表〔海外渡航用〕（別紙１）、国内学会参加旅費を計上する場合には、　その目的（見込まれる成果も含む）、参加学会名、開催地等を明記した旅行行程表〔国内学会参加用〕（別紙２）を添付すること。
６．（９）①の「調査研究費」の費用区分は、次によること。
　　(1) 備　品　費　：研究事業及びその事務に供する器具機械類その他の備品並びに標本等で、その性
　　　　　　　　　　　質及び形状を変ずることなく比較的長期の使用に耐えうるものの代価
　　(2) 消耗品費　：各種事務用紙、文房具、事業用燃料代、事業用・医療用等の消耗器材、薬品類、
　　　　　　　　　　　動物、飼育動物の飼料その他の消耗品の代価及び備品に付随する部品等の代価
　　(3) 印刷製本費　：各種文書、研究報告書、その他資料等の印刷代及び製本代
　　(4) 通信運搬費　：郵便料、宅配料、電信電話料、運賃及び荷造料等
　　(5) 光熱水料　：電気料、水道料及びガス料
　　(6) 借料及び損料：器具機械借料及び損料、会場借料、車両等の借り上げ、駐車料等
　　　　　　　　　　　（所有権の移転を伴う器具機械類その他備品の賃借は認めない。）
　　(7) 会　議　費　：会議用の茶菓子、弁当代等
　　(8) 賃　　　金　：資料整理作業員等の日々雇用の単純労務に服する者に対する賃金
　　(9) 雑役務費　 ：器具機械等の修繕料、各種保守料、洗濯料、複写料、翻訳料、写真等焼付料、鑑
　　　　　　　　　　　定料、設計料、試験料、加工手数料、送金手数料等及び収入印紙代、国内で行われる学会の参加費（国外で行われる学会の参加費は、海外渡航分の調査研究費に計上すること。）、（独）医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）に対する薬事相談費用（研究終了後の製品化等に関する相談費用は、直接研究経費として認められない。）　等
７．（９）①の「委託費」は、研究事業の一部を他の機関に委託して行わせるために必要な経費であり、そ
　の委託契約額であること。また、委託契約額が(7)に掲げる額の５０％を超える場合は、その理由書を添付　すること。
８．（９）①の「間接経費」は、交付基準額等の決定通知に間接経費の記載がある場合のみ記入すること。
　その額は交付基準額等の決定通知に示された額を限度とし、その額に１，０００円未満の端数がある場合　は、その端数は切り捨てること。
９．その他
  (1)手書きの場合は、楷書体で記入すること。
　(2)金額等は、アラビア数字で記入すること。
　(3)日本工業規格Ａ列４番の用紙を用いること。各項目の記入量に応じて、適宜、欄を引き伸ばして差
　 し支えない。
別紙１                                                                                      
旅 行 行 程 表〔海外渡航用〕
（交付申請書添付用）
	研究課題名
	○○○○に関する研究（採択された研究代表者の研究課題）
	

	渡航者･所属研究機関名
	国立○○研究所△△部　石川　太郎（渡航者は研究代表者又は研究分担者のみ）
	

	研究代表者名･所属研究機関名
	○○大学△△学部　佐藤　次郎 （渡航者が研究分担者の場合に記入）
	

	用務種別
	学会・国際会議・打ち合わせ・調査・その他（　　　　　　　　　　　　　）
	

	渡航目的及び見込まれる成果（全体）
	
	

	  当該旅行行程全体を総括的に説明するとともに、採択された研究課題の研究計画遂行上必要
不可欠な理由を記載すること。
　行程中の個別訪問先等の目的及び見込まれる成果については個別欄に記入すること｡ただし、
訪問先が１カ所である場合は、個別欄の記載を省略することができる。
	

	日 　 程
（予定）
	出発地
	到着地
（宿泊地）
	訪問機関名
訪問者名等
	訪問目的及び見込まれる成果
（個別欄）
	

	 ９／１
	成田
	ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ
	Ａ研究所ａ教授
	○○○○に関して○○○などの情
報交換を行うことにより、○○○
○○○が期待できる。
	

	９／２
～
９／５
	ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ
	ﾆｭｰﾖｰｸ
	Ｂ研究所ｂ助教授、
Ｃ州立大学ｃ教授
	○○○○を目的とした会議に出席
することにより、○○○○○○○
○○○○が見込まれる。また、○
○の○○情報を収集し解析するこ
とにより、当該研究の○○の関連
性を検討する。
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	 ９／６
	ﾆｭｰﾖｰｸ
	機中泊
	
	
	

	
	 ９／７
	機中泊
	成田
	
	
	

	
	役割分担
	（同一用務で複数の者が渡航する場合に記載すること。）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　 ※到着地と宿泊地が異なる場合は、到着地の下に宿泊地を記入すること。                         
　　 ※訪問者名が特に明確でない場合は、空欄で構わない。                                     
　　 ※用務種別は該当するものに○を付すこと。なお、その他の場合は具体的に内容を記載すること。
　　 ※同一の用務で複数の者が渡航する場合は、「渡航者・所属研究機関名」に渡航する者全てを記載すること。
　　 ※旅費積算内訳については、滞在地域により宿泊料及び日当の単価が異なるので別表第２８の別紙に定　　 める「旅費に係る単価表」を参考にすること。
　　 ※天災その他事故によりやむを得ず１行程が２週間の期間を超える場合には、厚生労働大臣（規程第３      条第１項の表第９号の右欄に掲げる一般公募型並びに同表第１０号の右欄に掲げる一般公募型及び若     　手育成型については国立がんセンター総長、同表第２３号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型に      ついては国立精神・神経センター総長、同表第２８号の右欄に掲げる一般公募型については国立医薬品      食品衛生研究所長、同表第２９号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型については国立保健医療科      学院長）が認める最小行程を補助対象とする場合がある。
　　 ※国際学会においては、研究代表者又は研究分担者が、当該研究の推進に資する情報収集、意見交換又      は成果発表等を行い、開催者が発行するパンフレット等（ホームページの印刷不可。）によってその開      催を確認できる場合に限り、補助対象とする場合がある。
別紙２                                                                                      
旅 行 行 程 表〔国内学会参加用〕
（交付申請書添付用）
	
	研究課題名
	○○○○に関する研究（採択された研究代表者の研究課題）
	

	
	参加者･所属研究機関名
	国立○○研究所△△部　青木　康　（参加者は研究代表者又は研究分担者のみ）
	

	
	研究代表者名･所属研究機関名
	○○大学△△学部　竹山　淳史 （参加者が研究分担者の場合に記入）
	

	
	学会参加目的及び見込まれる成果（全体）
  当該学会に関する旅行行程全体を総括的に説明するとともに、採択された研究課題の研究計
画遂行上必要不可欠な理由を記載すること。
　行程中の個別訪問先等の目的及び見込まれる成果については個別欄に記入すること｡ただし、
訪問先が１カ所である場合は、個別欄の記載を省略することができる。
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	日 　 程
（予定）
	出発地
	到着地
（宿泊地）
	参加学会名
開催地（会場名含む）
	訪問目的及び見込まれる成果
（個別欄）
	

	
	 ９／１
	東京
	高松市
（高松市）
	○○学会
△△市□□会館
	○○○○に関した当該学会に参加
し、本研究の成果を専門家を始め
とする参加者に広く提供すること
ができる。
	

	
	 ９／２
	高松市
	東京
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	役割分担
	（同一の学会に複数の者が参加する場合に記載すること。）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　 ※到着地と宿泊地が異なる場合は、到着地の下に宿泊地を記入すること。                         
　　 ※訪問者名が特に明確でない場合は、空欄で構わない。
　　 ※同一の学会に複数の者が参加する場合は、「参加者・所属研究機関名」参加する者全てを記載すること。
　　 ※旅費積算内訳については、滞在地域により宿泊料及び日当の単価が異なるので別表第２８の別紙に定める「旅費に係る単価表」を参考にすること。
　　 ※国内学会においては、研究代表者又は研究分担者が、当該研究の推進に資する情報収集、意見交換又　　 は成果発表等を行い、開催者が発行するパンフレット等（ホームページの印刷不可。）によって、その　　 開催を確認できる場合に限り、補助対象とする場合がある。　　 
